様式第１号－３（第５条関係）

平成　　年　　月　　日
公益財団法人あきた企業活性化センター　理事長　　様
〒 事務所の所在地)

機関名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
TEL　　　　　　　　　　FAX

担当者
（E-mail　　　　　　　　　　　）
平成　　年度あきた企業応援ファンド事業助成金交付申請書
　平成　　年度あきた企業応援ファンド事業について助成金の交付を受けたいので、あきた企業応援ファンド事業助成金交付要領第５条の規定に基づき、申請します。
１　助成事業の種類
　　　中小企業支援機関実施事業

２　助成事業に要する全経費
　　　　　　円
３　助成金交付申請額
　　　　　　円
４　助成事業の実施期間
平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
５　助成事業の内容
別紙１　助成事業計画書のとおり

６　助成事業に要する経費の配分
別紙２　収支予算書のとおり

７　欠格事項非該当申出書
別紙３　欠格事項非該当申出書のとおり

（注）次の書類を添付すること。

・全体事業計画書（様式第１号－１－別紙４（事業実施期間が１年を超える事業計画について交付申請を行う場合に添付してください。））

・直近２期の収支決算書
・定款及び登記簿謄本の写し
・組織案内等組織概要が分かるもの　等

※　中小企業者等支援事業の場合は、様式第１号－１を使用してください。
※　共同研究助成事業の場合は、様式第１号－２を使用してください。

（別紙１）
あきた企業応援ファンド事業計画書

１　申請者の概要

	⑴　申請者名
	

	⑵　代表者役職・氏名
	

	⑶　所在地
	

	⑷　設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	　沿革
	

	⑸　資本金（出資金）
	　　　　　　　　　　円

	　　　※１　出資構成
	※１

	⑹　組織体制
	

	⑺　職員数
	役員
	職員（人）
	左記のう

ち正職員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	

	⑻　設立目的
	

	⑼　会員数（構成員数）
	

	⑽　主な事業内容
	

	⑾　事業費
	　　　　　　　千円［平成　　年　　月期］

	⑿　連絡先

担当者役職・氏名

担当者所属部署名

電話番号

ＦＡＸ番号

E-mailアドレス
	


２　申請事業の概要

	事業のテーマ
	

	活用する地域資源
	

	支援事業の具体的内容
	

	支援事業実施の目的・理由（支援する業界等の現状又は課題及び解決策）
	

	事業実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	開発する商品等の新規性・革新性

（商品等の開発を伴う場合に記載）
	

	市場ニーズ（競争力）、販売ターゲット（業種、業態、地域、年齢、性別等）、市場規模・動向、販路開拓方法等

（商品等の開発を伴う場合に記載）
	

	事業成果の把握方法
	

	目標・成果（目標の指標）
	

	地域産業への貢献及び波及効果
	

	関係事業者との連携
	

	関連する事業の実施状況
	

	事業実施体制
	

	
	指導者、協力者、外部提携先
	

	他の補助金等の交付（申請）状況
	　この事業について、過去３年以内に補助金等の交付を受けたもの又は現在申請中のものがあれば、その補助金等の名称、補助金等交付元、補助事業の内容、補助金額、交付決定（申請）年月日を記載してください。


３　申請事業スケジュール

	項　　　目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　主な取組のスケジュールを記入すること。

（別紙２）

収支予算書
１　収入の部
（単位：円）

	区分
	金額
	調達先
	備考

	助成金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借入金
	
	
	

	その他
	
	
	

	合計
	
	
	


２　支出の部
（単位：円）

	区分
	助成事業に要する経費（A）
	助成対象経費

(B)（≦A)
	助成金要望額(C)

(≦B×助成率)
	備考

	例
	
	
	
	

	講習会等

開催費
	
	
	
	

	商談会等

開催費
	
	
	
	

	新商品等

開発費
	
	
	
	

	展示会等

出展費
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


◎仕入控除の減額（有り　・　無し）

※１　本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して行うこと。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでない。

※２　収支予算書の支出予算額の経費の区分ごとの金額は、支出明細書の経費の区分ごとの金額と一致すること。

支出明細書

（単位：円）

	区分
	費目
	金額
	積算内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


※１　積算根拠がわかる資料等を添付すること。

※２　支出明細書の経費の区分ごとの金額は、収支予算書の支出予算額の経費の区分ごとの金額と一致すること。

※３　助成対象経費は、別表※２において示す別記のとおり。

※４　事業の一部を委託・外注する場合は、委託・外注計画書を添付すること。

委託・外注計画書
	委託の

内容
	

	委託先の

名称等
	

	委託

期間
	

	委託の

理由
	


（別紙３）

欠格事項非該当申出書
　平成　　年度あきた企業応援ファンド事業助成金の応募にあたっては、欠格事項には該当しません。

　なお、応募日現在における国税及び地方税の納税状況は次のとおりです。

（以下の該当する項目の番号を○で囲んで下さい。）

１　滞納はありません。

２　以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。

	税金名
	課税年度
	納期
	滞納額

（千円）
	今後の納付計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　課税庁が認めた納入計画を添付すること。手形・小切手の場合は、振り出しが分かるものを添付

平成　　年　　月　　日

公益財団法人あきた企業活性化センター理事長　様

〒 住所(法人にあっては事務所の所在地)

会社名
氏名(法人にあっては代表者職氏名)　印
（別紙４）

全体事業計画概要書
１　全体事業実施期間

　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

２　１年を超えて助成事業を実施する理由

　

３　事業実施スケジュール

	事業実施年

項　　　目
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	主な事業内容
	
	

	具体的な実施方法・手段（実施時期）
	
	

	当該年の事業成果・効果
	
	


※　「事業実施年」とは、事業実施開始から１年間ごとの期間をいう

全体収支予算書
１　収入の部
	事業実施年

区　分
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	
	予算額
	内訳等
	予算額
	内訳等

	自己資金
	千円
	
	千円
	

	助成金
	千円
	
	千円
	

	借入金
	千円
	
	千円
	

	
	千円
	
	千円
	

	計
	千円
	
	千円
	


２　支出の部
	事業実施年

区　分
	第１事業実施年
	第２事業実施年

	
	金　　額
	内容（主な使途及び金額）
	金　　額
	内容（主な使途及び金額）

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	
	円
	
	円
	

	合　　計
	円
	
	円
	


◎　消費税等仕入控除税額の減額（有り　・　無し）

※１　本書の作成に当たっては、当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額を減額して行うこと。ただし、作成時において当該助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が明かでないものについてはこの限りでありません。

※２　経費の区分ごとに分類してください。

※３　助成対象経費は、別表※２において示す別記のとおり。

※４　項目が多岐にわたる場合、適宜行を追加し記載してください。
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